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（Ⅰ）

(1)

収 入

医 業 収 益

医 業 外 収 益

感染症病棟収益

特 別 利 益

支 出

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額
予備費
支出額

流 用
増 減 額

小 計

円 円 円 円 円

医 業 費 用 17,167,096,000 30,000,000 0 △3,080,000 17,194,016,000

医 業 外 費 用 409,615,000 0 0 0 409,615,000

感染症病棟費用 90,012,000 0 0 3,080,000 93,092,000

特 別 損 失 100,000,000 0 0 0 100,000,000

予 備 費 15,000,000 0 0 0 15,000,000

予 算 額

円円

地方公営企業法第24条
第3項の規定による支出額
に 係 る 財 源 充 当 額

△80,000,000 0

第5項

当 初 予 算 額

円

13,767,978,000

2,325,532,000

55,511,000

78,931,000

第1款

第4項

病院事業収益

第1項

16,227,952,000

第2項

第4項

区 分

区 分

第1款 病院事業費用

第1項

第2項

第3項

第3項

Ⅰ 決 算 書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

平 成 29 年 度 仙 台 市

補 正 予 算 額

予 算

地方公営企
業法第24条
第3項の規定
による支出額

0

0

17,811,723,000

円

0

0

0

0

△80,000,000

0

0

0

0

17,781,723,000 30,000,000 0 0 0

0

0

－ 1 －
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△減
（うち，仮受消費税及び地方消費税

39,177,773 円）

（ 〃 22,501,902 円）

（ 〃 16,675,871 円）

地方公営企
業法第26条
第2項の規定
による繰越額

円 円 △減

446,004,634 円）

0 0 （〃 441,066,603 円）

0 0 （〃 3,847,742 円）

0 0 （〃 1,090,289 円）

0 0

0 0

備 考決 算 額

円

16,147,952,000 16,040,810,956 △107,141,044

予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減合 計

円円

病 院 事 業 決 算 報 告 書

55,511,000

額

2,325,532,000 △20,300,695

円

16,847,721,627

368,196,423

48,917,640

決 算 額 不 用 額

△6,593,360

合 計

78,931,000 79,005,094

△80,321,08313,687,978,000

0

74,094

地 方 公 営 企
業 法 第 26 条
第2項の規定
による繰越額

13,607,656,917

2,305,231,305

円

17,194,016,000

409,615,000

0 17,455,186,818

備 考

円

346,294,373

41,418,577

（うち，仮払消費税及び
  地方消費税

11,203,933

△57,380,701
地方公営企業法施行令第
18条第５項ただし書の規定
による超過支出

356,536,18217,811,723,000

81,888,067

157,380,701

15,000,0000

93,092,000

100,000,000

15,000,000

－ 2 －
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収 入

当 初 予 算 額 小 計

円 円

1,134,626,000 1,134,626,000

企 業 債 300,000,000 300,000,000

他会計出資金 813,751,000 813,751,000

他会計負担金 20,000,000 20,000,000

固 定 資 産
売 却 代 金

875,000 875,000

支 出

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額
流 用
増減額

小 計
地方公営企業法
第26条の規定
に よ る 繰 越 額

継続費
逓 次
繰越額

円 円 円 円 円 円

建 設 改 良 費 396,247,000 0 0 396,247,000 0 0

企業債償還金 1,439,991,000 0 0 1,439,991,000 0 0

(2) 資 本 的 収 入 及 び 支 出

第1項

予 算

地方公営企業法第26条
の 規 定 に よ る 繰 越 額 に
係 る 財 源 充 当 額

0

円

区 分
補 正 予 算 額

円

病 院 事 業
資 本 的 収 入

0第1款

0

第2項 0

1,836,238,000 0第1款
病 院 事 業
資 本 的 支 出

区 分

第4項 0 0

0

0第3項 0

0

第1項

01,836,238,000

第2項

0 0

資本的収入額が資本的支出額に不足する額 674,232,226円は，当年度分消費税及び地方消費税

予 算 額

－ 3 －
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継続費逓次繰越額
に係る財源充当額

合 計

円 円 △減

0 1,134,626,000

0 300,000,000

0 813,751,000

0 20,000,000

0 875,000

合 計

地方公営企
業法第 26条
の規定による
繰 越 額

継 続 費
逓 次
繰 越 額

合 計

円 円 円 円 円 円

20,508,706 円）

396,247,000 276,867,542 0 0 0 119,379,458 （〃 20,508,706 円）

1,439,991,000 1,439,990,409 0 0 0 591

額

△92,000,275

△92,000,000

0

翌 年 度 繰 越 額

1,042,625,725

0 0

208,000,000

874,906 △94

0

119,380,049

20,000,000

備 考

円

予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

決 算 額

円

決 算 額

△181813,750,819

資 本 的 収 支 調 整 額 755,710 円 及 び 過 年 度 分 損 益 勘 定 留 保 資 金 673,476,516 円 で 補 て ん し た 。

1,716,857,9511,836,238,000
（うち，仮払消費税及び
地方消費税

備 考不 用 額

－ 4 －
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(Ⅱ）

 　 1

（単位　円）

1

10,264,989,698

3,100,000,693

220,164,624 13,585,155,015

2

7,022,405,606

2,742,172,980

1,924,563,999

2,994,807,146

1,646,611,489

4,715,559

71,378,245 16,406,655,024

2,821,500,009

3

122,670

1,917,832,658

38,294,710

18,335,056

7,042,593

15,378,211

99,796,295

191,753,241 2,288,555,434

4

274,980,151

41,024,012

5,867,262

15,256,002

434,955,984 772,083,411 1,516,472,023

そ の 他 医 業 収 益

救命救急センター費

(6)

(7) 研 究 研 修 費

減 価 償 却 費

他 会 計 負 担 金

医 業 外 収 益

(4)

(5)

資 産 減 耗 費

医 業 損 失

受取利息及び配当金(1)

(2)

平 成 29 年 度 仙 台 市 病 院 事 業 損 益 計 算 書

（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）

財 務 諸 表

材 料 費

経 費

医 業 収 益

医 業 費 用

(1)

(2)

給 与 費

(2)

(3)

(1)

(3)

入 院 収 益

外 来 収 益

(3)

(8) 雑 収 益

補 助 金

(5) 職 員 宿 舎 収 益

医 業 外 費 用

(1)

(5)

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

雑 損 失

医 療 用 品 販 売 収 益

(7) 長 期 前 受 金 戻 入

(4) 院 内 保 育 施 設 収 益

(6)

(2) 院 内 保 育 施 設 費

(3) 職 員 宿 舎 費

(4) 医 療 用 品 販 売 費

－ 5 －
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5

2,818,940

38,320,000

7,712,000

66,700 48,917,640

6

80,797,778 80,797,778 △ 31,880,138

1,336,908,124

7

373,200

78,631,894 79,005,094

8

157,380,701 157,380,701 △ 78,375,607

1,415,283,731

5,775,246,403

7,190,530,134

感 染 症 病 棟 費 用(1)

雑 収 益

(3)

(1)

(2)

(4)

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

感 染 症 病 棟 収 益

過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 利 益

経 常 損 失

他 会 計 負 担 金

感 染 症 病 棟 費 用

補 助 金

入 院 収 益

当 年 度 純 損 失

前 年 度 繰 越 欠 損 金

(1)

特 別 損 失

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損

(2) そ の 他 特 別 利 益

－ 6 －
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2　 平成29年度仙台市病院事業剰余金計算書
　（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）

資本剰余金
合　　 　　計

前年度末残高 11,432,057,018 201,163,000 201,163,000

前年度処分額 0 △ 201,163,000 △ 201,163,000

議会の議決による処分額 0 △ 201,163,000 △ 201,163,000

現存しない償却資産に
係る資本剰余金の処分

0 △ 201,163,000 △ 201,163,000

11,432,057,018 0 0

当年度変動額 813,750,819 0 0

一般会計出資金の受入 813,750,819 0 0

当年度純損益 0 0 0

12,245,807,837 0 0

（注）　△表記は，減少，損失又は欠損を示す。

3 　平成29年度仙台市病院事業欠損金処理計算書

当年度末残高 0 △ 7,190,530,134

議会の議決による処分額 0 0

（繰越欠損金）

0 △ 7,190,530,134

（注）　△表記は，減少又は欠損を示す。

12,245,807,837

資 本 剰 余 金

剰 余

資 本 金

そ　 の　 他
資本剰余金

処分後残高

処分後残高

当年度末残高

未 処 理
欠 損 金

資 本
剰 余 金

0

12,245,807,837

資 本 金

－ 7 －



－8－

未 処 理
欠 損 金

利益剰余金
合　　　　 計

△ 5,976,409,403 △ 5,976,409,403 5,656,810,615

201,163,000 201,163,000 0

201,163,000 201,163,000 0

201,163,000 201,163,000 0

（繰越欠損金）

△ 5,775,246,403 △ 5,775,246,403 5,656,810,615

△ 1,415,283,731 △ 1,415,283,731 △ 601,532,912

0 0 813,750,819

△ 1,415,283,731 △ 1,415,283,731 △ 1,415,283,731

（当年度未処理欠損金）

△ 7,190,530,134 △ 7,190,530,134 5,055,277,703

資 本 合 計

余 金

利 益 剰 余 金

－ 8 －
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　　　　4

（単位　円）

1

9,170,830,402

18,632,725,262

2,208,990,791 16,423,734,471

456,095,288

105,051,879 351,043,409

6,403,305,686

3,638,893,719 2,764,411,967

8,314,391

7,818,508 495,883

28,710,516,132

5,918,787

4,273,466

330,430,337

340,622,590

29,051,138,722

2

2,706,603,850

2,244,446,861

△ 61,912,638 2,182,534,223

57,449,297

241,200

4,946,828,570

33,997,967,292

ホ

流 動 資 産

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

ロ

(1) 現 金 預 金

固 定 資 産 合 計

平 成 29 年 度 仙 台 市 病 院 事 業 貸 借 対 照 表

減 価 償 却 累 計 額

貯 蔵 品

施 設 利 用 権

有 形 固 定 資 産

（ 平 成 30 年 3 月 31 日 ）

資 産 の 部

固 定 資 産

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

ニ 器 械 備 品

車 両

(4) 前 払 費 用

(1)

(2)

イ

土 地

未 収 金

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産 合 計

(2)

イ

ロ

ハ

(3)

ハ ソ フ ト ウ ェ ア

貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

－ 9 －
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3

23,109,185,732

23,109,185,732

950,412,721

950,412,721

24,059,598,453

4

1,420,560,679

1,420,560,679

1,473,149,751

11,611,697

65,921,744

417,603,559

69,866,867

487,470,426

1,719,666

3,460,433,963

5

747,286,217

430,626,070 316,660,147

1,342,986,587

237,632,440 1,105,354,147

12,857,570

12,214,691 642,879

1,422,657,173

1,422,657,173

28,942,689,589

そ の 他 流 動 負 債

引 当 金

負 債 の 部

固 定 負 債

(2) 引 当 金

イ

(2)

退 職 給 付 引 当 金

負 債 合 計

引 当 金 合 計

流 動 負 債

固 定 負 債 合 計

(4)

(5)

(6)

(1) 企 業 債

イ
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

(1) 企 業 債

(1) 長 期 前 受 金

イ 工 事 負 担 金

ロ 補 助 金

イ
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

イ 賞 与 引 当 金

ロ 法定福利費引当金

引 当 金 合 計

繰 延 収 益

未 払 金

預 り 金

流 動 負 債 合 計

(3) 未 払 費 用

繰 延 収 益 合 計

長 期 前 受 金 合 計

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

ハ 受 贈 財 産 評 価 額

－ 10 －
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6 12,245,807,837

7

7,190,530,134

7,190,530,134

△ 7,190,530,134

5,055,277,703

33,997,967,292

資 本 の 部

資 本 金

当年度未処理欠損金

剰 余 金

欠 損 金(1)

イ

負 債 資 本 合 計

資 本 合 計

欠 損 金 合 計

剰 余 金 合 計

－ 11 －
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Ⅱ 決 算 附 属 書 類

（Ⅰ） 平成 年度仙台市病院事業報告 書

概 況

総括事項

平成 年度の病院事業は，仙台医療圏における中核病院の一つとして，近年ますます複雑多様化する

医療ニーズに的確に対応するとともに，高度な医療技術と診療機能を発揮して，市民の「健康の増進」と「福

祉の向上」に努めました。

特に，医療の高度・専門化，並びに疾病構造の変化に柔軟に対応した質の高い医療の提供に努めるとと

もに，救命救急医療・小児救急医療，身体合併症精神科救急医療，周産期医療をはじめとする，自治体病

院の使命である政策的医療の提供に注力いたしました。

事業実績につきましては，取扱患者の延人数が 人で 前年度に比べ 人 の増加となり

ました。内訳は，入院患者が 人（ 増），外来患者が 人（ 増）となっております。

収益的収支（消費税及び地方消費税抜き）につきましては，旧病院跡地売却に伴う特別利益及び特別損

失の減少などにより，病院事業収益が，前年度に比べ 減の 億百万円となり，病院事業費用は，前

年度に比べ 減の 億 千 百万円となりました。この結果，差引 億 千 百万円の純損失となり，

累積欠損金は 億 千万円となっております。

以上が決算の概況でございますが，宮城県地域医療構想に基づき，仙台医療圏においても医療提供体

制の見直しに向けた議論が進められていくことが予想され，一方で平成 年度の診療報酬改定については，

医師の技術料などの本体分はプラス改定となったものの，薬価を含めた全体ではマイナス改定となるなど，

当院を取り巻く環境は日々変化を重ねております。

今後数年間は，当院の方向性を決める大変重要な期間であることを踏まえ，「仙台市公立病院改革プラ

ン 」に掲げました取り組みを着実に実行し，移転開院後の経営を軌道に乗せるとともに，質の高い医療

を継続的に提供していくための強固な経営基盤を築きつつ，今後とも市民から「選ばれる病院」，救急隊や

地域の医療機関から「頼りにされる病院」，そして職員が「働きやすい病院」の実現を目指しながら，質の高い

安全・安心な医療の提供に努め，市民から期待される役割に応えてまいります。 
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脳血管疾患等リハビリテーション料（Ⅰ）の届出受理

運動器リハビリテーション料（Ⅰ）の変更届出受理

呼吸器リハビリテーション料（Ⅰ）の変更届出受理

医師事務作業補助体制加算１の変更届出受理

栄養サポートチーム加算の変更届出受理

麻酔管理料（Ⅰ）の変更届出受理

麻酔管理料（Ⅱ）の変更届出受理

脳血管疾患等リハビリテーション料（Ⅱ）の辞退届出受理

総合入院体制加算３の変更届出受理

診療録管理体制加算１の変更届出受理

医師事務作業補助体制加算１の変更届出受理

看護職員夜間配置加算の変更届出受理

感染防止対策加算１の変更届出受理

退院支援加算の変更届出受理

脳血管疾患等リハビリテーション料（Ⅰ）の変更届出受理

運動器リハビリテーション料（Ⅰ）の変更届出受理

呼吸器リハビリテーション料（Ⅰ）の変更届出受理

院内トリアージ実施料の変更届出受理

外来化学療法加算１の変更届出受理

人工肛門・人工膀胱造設術前処置加算の変更届出受理

腹腔鏡下小切開前立腺悪性腫瘍手術の変更届出受理

医療保護入院等診療料の変更届出受理

地域歯科診療支援病院入院加算の変更届出受理

退院支援加算の変更届出受理

医療安全対策加算１の変更届出受理

医療機器安全管理料１の変更届出受理

外来放射線照射診療料の変更届出受理

腹腔鏡下子宮悪性腫瘍手術（子宮体がんに限る。）の辞退届出受理

脳血管疾患等リハビリテーション料（Ⅰ）の変更届出受理

運動器リハビリテーション料（Ⅰ）の変更届出受理

呼吸器リハビリテーション料（Ⅰ）の変更届出受理

医療機器安全管理料２の届出受理

放射線治療専任加算の届出受理

外来放射線治療加算の届出受理

１回線量増加加算の届出受理

データ提出加算の変更届出受理

神経学的検査の変更届出受理

高度難聴指導管理料の変更届出受理〃 〃 〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃〃 〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

平成 平成

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

平成28年度仙台市病院事業会計資本剰余金の処分及び決算認定
に関する件

〃

〃

〃

〃

〃

〃

東 北 厚 生 局 長

第 29 号 平成30年度仙台市病院事業会計予算

〃

議 会 議 決 事 項

件 名 議 決 年 月 日

平成

提 出 年 月 日

平成

第 12 号 平成29年度仙台市病院事業会計補正予算（第1号）

件 名

行 政 官 庁 認 可 事 項

第103号

議 案 番 号

認可（受理）年月日申 請 先申請年月日

〃〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

内視鏡下甲状腺部分切除、腺腫摘出術、内視鏡下バセドウ甲状腺
全摘（亜全摘）術（両葉）、内視鏡下副甲状腺（上皮小体）腺腫過形
成手術の届出受理
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糖尿病透析予防指導管理料の変更届出受理

膀胱水圧拡張術の変更届出受理

網膜再建術の変更届出受理

がん性疼痛緩和指導管理料の変更届出受理

がん患者指導管理料１の変更届出受理

がん患者指導管理料２の変更届出受理

精神科身体合併症管理加算の変更届出受理

ハイリスク妊娠管理加算の変更届出受理

ハイリスク分娩管理加算の変更届出受理

脳波検査判断料１の辞退届出受理

画像誘導放射線治療（ＩＧＲＴ）の届出受理

定位放射線治療の届出受理

医師事務作業補助体制加算１の変更届出受理

がん性疼痛緩和指導管理料の変更届出受理

がん患者指導管理料１の変更届出受理

がん患者指導管理料２の変更届出受理

外来放射線照射診療料の変更届出受理

医療機器安全管理料２の変更届出受理

麻酔管理料（Ⅱ）の変更届出受理

医師事務作業補助体制加算１の変更届出受理

一般病棟入院基本料の変更届出受理

医師事務作業補助体制加算１の変更届出受理

病棟薬剤業務実施加算１の届出受理

医師事務作業補助体制加算１の変更届出受理

脳血管疾患等リハビリテーション料（Ⅰ）の変更届出受理

医師事務作業補助体制加算１の変更届出受理

脳血管疾患等リハビリテーション料（Ⅰ）の変更届出受理

腹腔鏡下肝切除術の届出受理

腹腔鏡下子宮悪性腫瘍手術（子宮体がんに限る。）の届出受理

ヘッドアップティルト試験の届出受理

退院支援加算の変更届出受理

医師事務作業補助体制加算１の変更届出受理

がん性疼痛緩和指導管理料の変更届出受理

がん患者指導管理料１の変更届出受理

がん患者指導管理料２の変更届出受理

イ　職員数（管理者を除く）

人 人 人

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

乳がんセンチネルリンパ節加算２及びセンチネルリンパ節生検（単
独）の変更届出受理

乳腺悪性腫瘍手術（乳頭乳輪温存乳房切除術（腋窩郭清を伴わな
いもの）及び乳頭乳輪温存乳房切除術（腋窩郭清を伴うもの））の変
更届出受理

緑内障手術（緑内障治療用インプラント挿入術（プレートのあるも
の））の変更届出受理

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃 〃

〃 〃

〃

職員に関する事項

平 成 年 度区 分

医 師

所 属 部 門 事 務 ・ 技 術 職 員

そ の 他 職 員

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃

〃

〃 〃

〃 〃

〃

〃

〃 〃

〃 〃

〃 〃

〃 〃

〃

〃

〃

平 成 年 度

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

増 減

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃 〃 〃

〃

申請年月日 申 請 先 認可（受理）年月日

東 北 厚 生 局 長

件 名

〃 〃

〃 〃 〃

医 療 技 術 員

〃 〃

損 益 勘 定 看 護 師

計
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　     平成29年12月26日改定を行い，平成29年4月1日から適用した。

料金その他供給条件の設定，変更に関する事項

　     なし

工            事

建設改良工事の概況

イ 建物整備事業 （単位　　円）

１階エントランスホール冷暖房環境改善工事

防災用副表示機及びＩＴＶカメラ増設工事

院内ＰＨＳアンテナ増設工事

救命救急センター除染室床改修他工事設計

案内誘導サイン設置工事

　

ロ （単位　　円）

X線透視診断装置

3Dマッピングシステムアップグレード

生化学・免疫自動分析装置

輸液ポンプ 

股関節鏡手術用機材

血管撮影システムアップグレード

その他医療機器（44品目）

事務用機械器具（29品目）

定 数 853人 845人 8人

ハ　給与改定

区 分 平 成 年 度 平 成 年 度 増 減

ロ　職員定数

計

　

計

医療機器等整備事業

－ 16 －
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イ 病 床 数 床 床 床 ％

一 般

精 神

感 染 症

ロ 病 床 利 用 率 ％ ％ ポイント

一 般

精 神

感 染 症 △0.7

ハ 患 者 数 人 人 人

内 科

う ち 感 染 症 △19

外 科 △777

消 化 器 内 科

循 環 器 内 科

神 経 内 科

糖 尿 病 ・ 代 謝 内 科 △515

心 臓 血 管 外 科

脳 神 経 外 科

整 形 外 科

形 成 外 科 △96

精 神 科

小 児 科

皮 膚 科 △621

泌 尿 器 科 △702

産 婦 人 科 △32

眼 科

耳 鼻 い ん こ う 科 △105

歯 科 口 腔 外 科 △134

内 科

外 科 △200

消 化 器 内 科

循 環 器 内 科 △326

神 経 内 科

糖 尿 病 ・ 代 謝 内 科

心 臓 血 管 外 科

脳 神 経 外 科 △483

整 形 外 科 △964

比 較

比 率増 減 （ △ 減 ）
平 成 年 度 平 成 年 度

外 来

事 項

業 務

入 院

(1)　業　　　 務　 　　量

－ 17 －
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比 較

比 率増 減 （ △ 減 ）
平 成 年 度 平 成 年 度事 項

形 成 外 科 人 人 △43 人 ％

精 神 科

小 児 科 △874

皮 膚 科

泌 尿 器 科 △225

産 婦 人 科

眼 科

耳 鼻 い ん こ う 科 △600

放 射 線 科

歯 科 口 腔 外 科

麻 酔 科

ニ 院 内 延 調 剤 数 剤 剤 剤

入 院

外 来 △29,054

ホ 院 外 延 調 剤 数 剤 剤 剤

ヘ 放 射 線 撮 影 数 件 件 件

ト 臨 床 検 査 数 件 件 件

一 般

血 液

免 疫

生 化 学

細 菌

生 理

緊 急 （ 時 間 外 ）

特 殊 （ 外 注 分 ）

チ 病 理

組 織 検 査 数 件 件 △53 件

剖 検 率 ％ ％ ポイント

リ 手 術 件 数 件 件 件

※　内科には呼吸器内科，血液内科，感染症内科の患者を含む。

－ 18 －



－19－

円 円 円 ％

円 円 円 ％

平成 円

契 約 の 内 容

イ 備 品 関 係

契 約 金 額契 約 年 月 日 契 約 の 相 手 方

事業収入に関する事項

事業費に関する事項

病 院 事 業 収 益

科 目 平 成 年 度

特 別 利 益

科 目

比 率増 減 （ △ 減 ）

△69,112,968

△3,057,541,585

比 較

△23,374,240

△55,963,216

X線透視診断装置 丸木医科器械㈱

感 染 症 病 棟 費 用

医 業 外 費 用

△493,210,536

会 計

比 率増 減 （ △ 減 ）

平 成 年 度

平 成 年 度平 成 年 度

△2,598,414,240

比 較

医 業 収 益

医 業 外 収 益

感 染 症 病 棟 収 益

△43,143,610

病 院 事 業 費 用

医 業 費 用

重 要 契 約 の 要 旨

特 別 損 失

生化学・免疫自動分析装置 ㈱南部医理科

3Dマッピングシステムアップグレード ㈱テスコ

血管撮影システムアップグレード ㈱テスコ

股関節鏡手術用機材

輸液ポンプ ㈱シバタインテック

丸木医科器械㈱
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企業債及び一時借入金の概況

本 年 度 借 入 高

円

円 円

前 年 度 末 残 高

計

本 年 度 末 残 高本年度中における借入残高最高額

円

ロ 一 時 借 入 金

株 式 会 社 仙 台 銀 行

杜 の 都 信 用 金 庫

株 式 会 社 北 海 道 銀 行

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構

円

財 務 省

株 式 会 社 七 十 七 銀 行

本 年 度 末 残 高

イ　企  業  債

前 年 度 末 残 高借 入 先

円

本 年 度 償 還 高

円

－ 20 －
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そ の 他

（ ） 他会計負担金等の使途について

イ 他会計負担金（医業外収益） 円については，救命救急医療経費負担

金等として，薬品費等課税仕入れに 円（特定収入），職員給与費等課税仕

入れ以外に 円（特定収入以外）をそれぞれ充当した。

ロ 他会計負担金（感染症病棟収益） 円については，感染症病棟運営費負担

金として，薬品費等課税仕入れに 円（特定収入），職員給与費等課税仕入れ

以外に 円（特定収入以外）をそれぞれ充当した。

ハ 他会計負担金（資本的収入） 円については，建設改良費負担金として，

医療機器購入費に全額（特定収入）を充当した。

ニ 他会計出資金（資本的収入） 円については，企業債償還金に全額（特

定収入以外）を充当した。

（ ） 国庫補助金等の使途について

イ 国庫補助金（医業外収益） 円については，臨床研修費補助金として，旅

費交通費等課税仕入れに 円（特定収入），職員給与費等課税仕入れ以外に

円（特定収入以外）をそれぞれ充当した。

ロ 県補助金（医業外収益） 円については，周産期母子医療センター運営費

補助金等として，薬品費等課税仕入れに 円（特定収入），職員給与費等課税

仕入れ以外に 円（特定収入以外）をそれぞれ充当した。

ハ その他補助金（医業外収益） 円については，臨床研修費補助金として，旅費

交通費等課税仕入れに 円（特定収入），職員給与費等課税仕入れ以外に

円（特定収入以外）をそれぞれ充当した。

ニ 県補助金（感染症病棟収益） 円については，感染症指定医療機関運営費

補助金として，薬品費等課税仕入れに 円（特定収入），保険料に 円（特

定収入以外）をそれぞれ充当した。
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（単位   円）

業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） △ 1,415,283,731

減価償却費

固定資産除却費

退職給付引当金の増減額

賞与引当金の増減額 △ 11,015,218

法定福利費引当金の増減額 △ 1,269,007

長期前受金戻入額 △ 99,796,295

受取利息及び受取配当金 △ 122,670

支払利息及び企業債取扱諸費

有形固定資産売却益（△は益） △ 78,631,894

未収金の増減額（△は増加） △ 52,146,204

たな卸資産の増減額（△は増加） △ 6,315,198

前払費用の増減額（△は増加） △ 25,600

未払金の増減額

預り金の増減額

その他負債の増減額 △ 6,177,816

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額 △ 275,035,974

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 220,225,724

有形固定資産の売却による収入

無形固定資産の取得による支出 △ 27,985,038

他会計からの繰入金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 148,703,962

財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,439,990,409

他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 418,239,590

資金増減額 △ 267,313,534

資金期首残高

資金期末残高

（平成 年 月 日から平成 年 月 日まで）

そ の 他 の 書 類（Ⅱ）

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書
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款 項 目 節 金 額 備 考

円

病院事業収益 16,001,633,183

医 業 収 益 13,585,155,015

入 院 収 益 10,264,989,698

入 院 収 益 10,264,989,698

外 来 収 益 3,100,000,693

外 来 収 益 3,100,000,693

その他医業収益 220,164,624

室 料 差 額 収 益 217,551,551

受 託 検 査 施 設
利 用 収 益

2,373,111

その他医業収益 239,962

医 業 外 収 益 2,288,555,434

受 取 利 息 及 び
配 当 金

122,670

預 金 利 息 122,670

他 会 計 負 担 金 1,917,832,658

一般会計負担金 1,917,832,658

補 助 金 38,294,710

国 庫 補 助 金 20,874,000

県 補 助 金 17,091,000

そ の 他 補 助 金 329,710

院 内 保 育 施 設
収 益

18,335,056

院 内 保 育 施 設
使 用 料

12,893,056

一般会計負担金 5,442,000

職 員 宿 舎 収 益 7,042,593

職員宿舎使用料 7,042,593

医 療 用 品 販 売
収 益

15,378,211

医 療 用 品 販 売
収 益

14,764,211

そ の 他 収 益 614,000

長期前受金戻入 99,796,295

工 事 負 担 金 31,124,074

2 収 益 費 用 明 細 書

収　　　　　　　　　　益
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款 項 目 節 金 額 備 考

円

補 助 金 68,672,221

雑 収 益 191,753,241

不用品売却収益 704,600

施 設 使 用 料 574,269

土地建物使用料 46,873,864

そ の 他 雑 収 益 143,600,508

感 染 症 病 棟 収 益 48,917,640

入 院 収 益 2,818,940

入 院 収 益 2,818,940

他 会 計 負 担 金 38,320,000

一般会計負担金 38,320,000

補 助 金 7,712,000

県 補 助 金 7,712,000

雑 収 益 66,700

そ の 他 雑 収 益 66,700

特 別 利 益 79,005,094

過 年 度 損 益
修 正 益

373,200

過 年 度 損 益
修 正 益

373,200

その他特別利益 78,631,894

その他特別利益 78,631,894

収 益 合 計 16,001,633,183
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款 項 目 節 金 額 備 考

円

病院事業費用 17,416,916,914

医 業 費 用 16,406,655,024

給 与 費 7,022,405,606
予算額

給 料 2,491,230,696 2,497,115,000円

手 当 等 2,116,798,104 2,117,244,000円

賃 金 27,912,765 27,983,000円

報 酬 688,721,917 688,901,000円

法 定 福 利 費 958,979,096 960,132,000円

退 職 給 付 費 373,160,209 377,193,000円

賞与引当金繰入額 313,202,669 358,903,000円

法定福利費引当金
繰 入 額

52,400,150 62,143,000円

材 料 費 2,742,172,980

薬 品 費 1,285,165,145

診 療 材 料 費 1,455,001,577

医 療 消 耗 備 品 費 2,006,258

経 費 1,924,563,999

厚 生 福 利 費 14,437,827

報 償 費 53,171,861

旅 費 交 通 費 3,476,084

職 員 被 服 費 2,103,346

消 耗 品 費 41,188,895

消 耗 備 品 費 8,077,608

光 熱 水 費 227,967,443

燃 料 費 1,326,363

会 議 費 3,897,790

印 刷 製 本 費 5,119,814

修 繕 費 87,167,433

保 険 料 25,884,326

賃 借 料 48,317,854

費　　　　　　　　　　用
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款 項 目 節 金 額 備 考

円

通 信 運 搬 費 12,913,573

委 託 料 1,366,399,717

手 数 料 5,797,539

諸 会 費 7,175,696
予算額

交 際 費 81,211 200,000円

補 償 金 6,596,422

貸倒引当金繰入額 2,944,666

雑 費 518,531

救 命 救 急
セ ン タ ー 費

2,994,807,146

（ 給 与 費 ） 2,125,167,355
予算額

給 料 813,238,531 814,459,000円

手 当 等 748,992,079 749,367,000円

報 酬 76,090,767 76,307,000円

法 定 福 利 費 260,872,780 261,336,000円

退 職 給 付 費 108,980,296 109,078,000円

賞与引当金繰入額 100,224,854 100,391,000円

法定福利費引当金
繰 入 額

16,768,048 16,911,000円

（ 材 料 費 ） 529,608,545

薬 品 費 251,279,169

診 療 材 料 費 277,929,755

医 療 消 耗 備 品 費 399,621

（ 経 費 ） 338,846,040

厚 生 福 利 費 3,253,564

報 償 費 50,743,989

職 員 被 服 費 487,998

消 耗 品 費 7,194,725

消 耗 備 品 費 475,031

光 熱 水 費 42,521,004

燃 料 費 48,842
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款 項 目 節 金 額 備 考

円

印 刷 製 本 費 499,567

修 繕 費 21,231,795

保 険 料 957,231

賃 借 料 9,583,807

通 信 運 搬 費 1,791,724

委 託 料 198,842,440

手 数 料 258,089

諸 会 費 393,827

貸倒引当金繰入額 562,407

（ 研 究 研 修 費 ） 1,185,206

図 書 費 156,938

旅 費 526,167

研 究 雑 費 502,101

減 価 償 却 費 1,646,611,489

建 物 減 価 償 却 費 738,488,473

構築物減価償却費 35,017,293

器 械 備 品
減 価 償 却 費

721,339,166

車 両 減 価 償 却 費 219,151

施 設 利 用 権
減 価 償 却 費

351,681

ソ フ ト ウ ェ ア
減 価 償 却 費

151,195,725

資 産 減 耗 費 4,715,559

固 定 資 産 除 却 損 2,050,651

たな卸資産減耗費 2,664,908

研 究 研 修 費 71,378,245

研 究 材 料 費 3,741,367

謝 金 2,016,316

図 書 費 5,056,937

旅 費 29,134,815

研 究 雑 費 31,428,810
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款 項 目 節 金 額 備 考

円

医 業 外 費 用 772,083,411

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

274,980,151

企 業 債 利 息 274,980,151

院 内 保 育 施 設 費 41,024,012

消 耗 品 費 177,934

委 託 料 40,846,078

職 員 宿 舎 費 5,867,262

光 熱 水 費 1,337,117

修 繕 費 854,200

賃 借 料 1,511,112

委 託 料 2,164,833

医 療 用 品 販 売 費 15,256,002
予算額

報 酬 2,970,744 3,183,000円

商 品 購 入 費 12,285,258

雑 損 失 434,955,984

雑 損 失 434,955,984

感 染 症 病 棟 費 用 80,797,778

感 染 症 病 棟 費 用 80,797,778

（ 給 与 費 ） 67,802,184
予算額

給 料 26,493,600 29,133,000円

手 当 等 21,972,718 23,397,000円

法 定 福 利 費 10,082,489 10,124,000円

退 職 給 付 費 4,378,672 4,411,000円

賞与引当金繰入額 4,176,036 4,213,000円

法定福利費引当金
繰 入 額

698,669 702,000円

（ 材 料 費 ） 1,075,792

薬 品 費 617,242

診 療 材 料 費 364,032

医 療 消 耗 備 品 費 94,518
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款 項 目 節 金 額 備 考

円

（ 経 費 ） 11,598,125

厚 生 福 利 費 121,792

旅 費 交 通 費 60,815

職 員 被 服 費 18,267

消 耗 品 費 86,155

消 耗 備 品 費 272

光 熱 水 費 3,840,605

印 刷 製 本 費 478

保 険 料 8,104

賃 借 料 264,956

通 信 運 搬 費 130,416

委 託 料 7,047,009

諸 会 費 18,519

貸倒引当金繰入額 737

（ 研 究 研 修 費 ） 321,677

図 書 費 13,800

旅 費 195,889

研 究 雑 費 111,988

特 別 損 失 157,380,701

過 年 度 損 益
修 正 損

157,380,701

過 年 度 損 益
修 正 損

157,380,701

費 用 合 計 17,416,916,914
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3

(1)

(2) （単位　　円）

当 年 度
減 少 額

備 考

0

0

0

0

ソフ トウェア 453,641,024 27,985,038 151,195,725 330,430,337

固 定 資 産

当 年 度 増 加 額

874,906

25,164,217

0

0

0

9,170,830,402

18,632,725,262

456,095,288

6,403,305,686

8,314,391

当 年 度 減 少 額 年 度 末 現 在 高

26,039,123

151,547,406

電話加入権 5,918,787 0 ―

計 464,184,958

0施設利用権

年 度 末
現 在 高

4,273,466

340,622,590

34,671,271,029

5,918,787

年 度 当 初
現 在 高

建 物

構 築 物

18,618,578,182

456,095,288

当 年 度
増 加 額

無 形 固 定 資 産 明 細 書

資産の種類

器 械 備 品

車 両

有 形 固 定 資 産 明 細 書

資 産 の 種 類 年度当初現在高

9,171,705,308土 地

27,985,038

4,625,147

0

14,147,080

0

233,979,714

351,681

0

248,126,794

当 年 度
減価償却高

計

6,194,490,189

8,314,391

34,449,183,358
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（単位　　円）

当年度増加額 当年度減少額 累 計

― ― ― 9,170,830,402

738,488,473 0 2,208,990,791 16,423,734,471

35,017,293 0 105,051,879 351,043,409

721,339,166 23,113,566 3,638,893,719 2,764,411,967

219,151 0 7,818,508 495,883

1,495,064,083 23,113,566 5,960,754,897 28,710,516,132

明 細 書

備 考
減 価 償 却 累 計 額

年度末償却未済高
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当年度償還高 償 還 高 累 計

平成

年度政府債 （ 財 務 省 ） 年 月 日

年度政府債 （ 財 務 省 ） 年 月 日

年度機構債 （地方公共団体金融機構） 年 月 日

年度政府債 （ 財 務 省 ） 年 月 日

年度政府債 （ 財 務 省 ） 年 月 日

年度機構債 （地方公共団体金融機構） 年 月 日

年度機構債 （地方公共団体金融機構） 年 月 日

年度機構債 （地方公共団体金融機構） 年 月 日

年度銀行等
引 受 債

（株式会社七十七銀行） 年 月 日

年度機構債 （地方公共団体金融機構） 年 月 日

年度政府債 （ 財 務 省 ） 年 月 日

年度銀行等
引 受 債

（株式会社仙台銀行） 年 月 日

年度銀行等
引 受 債

（株式会社七十七銀行） 年 月 日

年度銀行等
引 受 債

（株式会社七十七銀行） 年 月 日

年度銀行等
引 受 債

（ 杜 の 都 信 用 金 庫 ） 年 月 日

年度政府債 （ 財 務 省 ） 年 月 日

年度銀行等
引 受 債

（ 杜 の 都 信 用 金 庫 ） 年 月 日

年度銀行等
引 受 債

（ 杜 の 都 信 用 金 庫 ） 年 月 日

年度銀行等
引 受 債

（株式会社七十七銀行） 年 月 日

年度銀行等
引 受 債

（ 杜 の 都 信 用 金 庫 ） 年 月 日

年度銀行等
引 受 債

（株式会社北海道銀行） 年 月 日

年度銀行等
引 受 債

（ 杜 の 都 信 用 金 庫 ） 年 月 日

年度銀行等
引 受 債

（ 杜 の 都 信 用 金 庫 ） 年 月 日

企 業 債 明 細 書

種 類

計

償 還 高
発 行 年 月 日

平成

発 行 総 額
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（単位　円）

年　  ％
平成

― 年 月 日 放射線治療室改修工事費

― 年 月 日 新病院基本設計委託等

― 年 月 日 新病院基本設計委託等

― 年 月 日 新病院実施設計委託等

― 年 月 日 災害復旧事業費

― 年 月 日 新病院用地費等

― 年 月 日 新病院建設費等

― 年 月 日 新病院建設費等

― 年 月 日 医療機器整備費

― 年 月 日 新病院建設費等

― 年 月 日 新病院建設費等

― 年 月 日 医療機器整備費

― 年 月 日 医療機器整備費

― 年 月 日 医療機器整備費

― 年 月 日 医療機器整備費

― 年 月 日 新病院建設費等

― 年 月 日 医療機器整備費

― 年 月 日 医療機器整備費

― 年 月 日 医療機器整備費

― 年 月 日 新病院用地費等（借換え）

― 年 月 日 医療機器整備費

― 年 月 日 医療機器整備費

― 年 月 日 周産期部門システム

企 業 債 明 細 書

備 考償 還 終 期利 率未 償 還 高 発行価額

－ 34 －
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（Ⅲ）注 記 事 項  

 
ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 1 資産の評価基準及び評価方法 

  ・貯蔵品  先入先出法に基づく原価法 

  

2 固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

 ・減価償却の方法 

定額法 

 ・主な耐用年数 

  建物    15～47 年 

  構築物   3～30 年 

  器械備品  2～20 年 

  車両      6 年 

（2）無形固定資産 

 ・減価償却の方法 

定額法 

 ・主な耐用年数 

施設利用権   15 年 

ソフトウェア   5 年 

 

 3 引当金の計上方法 

 （1）退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため，当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計

上している。（なお，会計基準変更時差異 4,125,000,000 円については，平成 26 年度から 15 年

にわたり均等額を費用処理している。） 

 （2）賞与引当金 

職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，当

年度の負担に属する額を計上している。 

 （3）法定福利費引当金 

職員の期末手当・勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末における支出見

込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。 

 （4）貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため，貸倒実績率等による回収不能見込額を計上してい

る。 

  

4 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお，控除対象外消費税等につい

ては，当年度の費用として処理している。ただし，固定資産に係る控除対象外消費税等について

は，取得資産の付随費用として資産の取得価格に算入している。 
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ⅱ 貸借対照表等に関する注記 

 1 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して 1 年以内に償還

予定のものも含む。）のうち，一般会計が負担すると見込まれる額は 17,815,423,809 円である。 

 

 2 引当金の取崩し 

 （1）退職給付引当金 

平成 29 年度において，退職手当として 397,550,173 円を支給することとなったため，退職給

付引当金 397,550,173 円を使用した。 

 （2）賞与引当金 

平成 29 年度において，期末・勤勉手当として 655,946,791 円を支給することとなったため，

賞与引当金 428,618,777 円を使用した。 

 （3）法定福利費引当金 

平成 29 年度において，期末・勤勉手当に伴う法定福利費として 112,525,060 円を支出するこ

ととなったため，法定福利費引当金 71,135,874 円を使用した。 

 （4）貸倒引当金 

平成 29 年度において，債権の不納欠損による損失として 5,746,165 円が発生したため，貸倒

引当金 5,746,165 円を使用した。 

 

3 旧病院用地に係る偶発債務 

旧病院用地に存する，発生源が明らかに旧市立病院の運営管理に由来する汚染土壌の範囲にお

いて，土壌汚染対策費に係る瑕疵担保責任を有している。 

 

ⅲ セグメント情報に関する注記 

  単一セグメントであるため，記載を省略している。 




